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１．はじめに

近年，鋼製橋脚，鋼製アーチ橋といった鋼構造物の耐震性能評価手法として，ファイバーモデルを用

いて終局圧縮ひずみにより照査する手法が提案されている
1)．しかし，その終局圧縮ひずみについては，

終局圧縮ひずみによる計算結果と実験結果等の比較による妥当性の検証が十分であるとは言い難い．そ

こで，本稿では，コンクリートを充填しない補剛矩形断面鋼部材（以下，「矩形断面鋼部材」という．）

について，既往の終局圧縮ひずみの妥当性の検討を行うとともに，既往の終局圧縮ひずみより精度良く

しかも安全側に矩形断面鋼部材の耐震性能を評価できるひずみの許容値の提案を行ったので報告する．

２．許容平均ひずみの提案

ファイバーモデルの耐震性能評価手法は幾つか提案されているが，本稿ではひずみ照査法を対象に検

討を行った．ひずみ照査法においては，耐震性能評価の指標となるひずみを使用して適切に想定した限

界状態を再現できることが必要がある．そこで，道示Ⅴ
2)と同様，耐震設計上の限界状態を図-1の Pmax

時と設定して耐震性能評価の指標として用いるひずみの算出を行った．以下にその概略を示す．

・鋼材の応力－ひずみ関係として 2 次勾配 E/100 のバイリニアモデルとした．

・解析では幾何学的非線形性を考慮し，変位の算出では曲げ変形およびせん断変形も考慮した．

・要素分割は図-2に示すものとした．

・プッシュオーバー解析を行い，実験
3),4)から得られるδm に対して実験と解析の初期剛性の違いを考

慮して求めたδa に達した時の，図-2に示すひずみ評価領

域 L(=(BF+BW)/2)の圧縮側フランジの平均ひずみ（板厚

中心位置）を算出する．

上記で求めた平均ひずみを基に，安全側に耐震性能を評価

することを考慮して，矩形断面鋼部材のファイバーモデルに

よるひずみ照査手法で使用する許容平均ひずみεam として以

下の式を提案する．

(1)
ここで，RF は幅厚比パラメータ，γ l/γ l

*
は縦方向補剛材の

剛比，λは細長比パラメータである．なお，式(1)の適用範

囲としては，後述の３章の妥当性の検証で用いた実験結果等

も考慮すると，概ね下記のパラメータを満足する辺長比が

1:0.5 程度までの矩形断面鋼部材（SM570 級以上の高張力鋼は

除く）であると言える．

0.3 ≦ RR ≦ 0.5，0.3 ≦ RF ≦ 0.5，0.2 ≦λ≦ 0.5，
1.0 ≦γ l/γ l

*
， 0.5 ≦α(=a/BF)≦ 1.7，N/Ny ≦ 0.5

ここで，a はダイヤフラム間隔である．
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図-1 耐震設計上の限界状態
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３．提案手法の妥当性の検証

提案した式(1)の妥当性の検証のため，実験結果
3),4),5),6)および解析結

果
7)と式(1)による計算結果との比較，下記の式(2)の既往の終局圧縮

ひずみ（図-1のδ95 に対応）による計算結果と比較を行った．

(2)
なお，式(2)の詳細については，文献 1)を参照されたい．式(2)によ

る計算は既往の文献 1)に示される手法に従って行い，式(2)の計算結

果と比較した実験結果
3),4),6)および解析結果

7)は式(2)の適用範囲にある

ものとした．図-3にδm について式(1)の計算結果と実験結果等を，図

-4にδ95 について式(2)の計算結果と実験結果等を比較したものを示

す．図-3に示す式(1)による計算結果は実験結果等と約 0 ～-40%の誤

差があるのに対し，図-4に示す式(2)による計算結果は実験結果等と約

+50 ～-30%の誤差があることから，式(1)の許容平均ひずみは，式(2)
の終局圧縮ひずみと比較して，想定した限界状態の変位を精度よくし

かも安全側に評価していることが分かる．なお，図-5に式(2)による計

算値と道示Ⅴの限界状態であるδm の実験結果等を比較したものを示

す．式(2)の終局圧縮ひずみは，道示Ⅴの限界状態のδm より大きい変

位δ95 を対象にしていること等あり，δm に対しては約+70%～-20%の

誤差となっており，かなり危険側の評価になっていることがわかる．

これは，式(2)で耐震設計した矩形断面鋼部材では道示Ⅴで耐震設計し

た鋼部材と同等の安全性が確保できない危険性が高いことを意味して

いる．また，既往の文献 1)では部材健全度 2（軽微な損傷）のひずみ

の制限値として 2εy という数値が提案さている．図-6に軸力比約 50%
の高軸力を作用させた供試体の正負交番載荷実験から得られる包絡線

と最大水平力の点（△），２章の手法によるプッシュオーバー解析結果

と解析で損傷領域の平均ひずみが 2εy に達した点（●）を示す．図-6

より，解析で 2εy に達する点は実験結果のほぼ最大水平力時であるこ

とがわかる．既往の文献 1)では，最大水平力時の部材の状態は部材健

全度 4（大きな損傷）に対応していることから，部材によっては必ず

しも 2εy が健全度 2 に対応しないことに注意が必要であると考える．

４．まとめ

ひずみ照査法で重要となる矩形断面鋼部材のひずみの許容値の提案

を行い，実験結果等との比較によりその妥当性を検証した．なお，ファ

イバーモデルによる耐震性能照査については，今後，軸力変動・2 軸曲

げ等の多様な断面力を受ける場合の適用性の検証，解析ソフトの違いが

解析結果に与える影響等の検討が必要であると考える．

【参考文献】1)日本鋼構造協会：鋼橋の耐震設計・制震ガイドライン，技報堂出版． 2)日本道路協会：道路橋示方書・同

解説Ⅴ耐震設計編，2002. 3. 3)建設省土木研究所等：道路橋脚の地震時限界状態設計法に関する共同研究報告書（総括編），

共同研究報告書第 219 号，1999. 3. 4)岡田誠司：高軸力が作用する矩形断面鋼部材の耐震性能および評価手法に関する研究，

大阪大学学位論文，2005.1. 5)宇佐美勉ら：繰り返し荷重を受ける鋼圧縮部材の強度と変形性能に関する実験的研究，構造工

学論文集，Vol.37A，pp.93-106，1991.3. 6)保高篤司ら：長方形断面鋼製橋脚の耐震性能に関する実験的研究，構造工学論文
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図-3 式(1)の計算値と実験値等

図-4 式(2)の計算値と実験値等

図-5 式(2)の計算値と道示Ⅴの
限界状態δm

図-6 ひずみ制限値2εyの妥当性
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